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１．病気

２．障害（脳卒中の後遺症など）

３．足腰などの痛み

４．トイレの心配（失禁など）

５．耳の障害（聞こえの問題など）

６．目の障害

７．外での楽しみがない

８．経済的に出られない

９．交通手段がない

10．その他

15%

4%

47%

13%

8%

6%

15%

12%

16%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１節 一般高齢者の実態・ニーズ 
 

令和元年度ニーズ調査による高齢者の実態・ニーズの概要は、次のとおりです。なお、

いくつかの設問は、平成 29年度のニーズ調査結果と、回答の傾向を比較しています。 

 

１ 外出の阻害要因 
 

「外出を控えている」と回答した高齢者は、その理由として、47％が「足腰などの痛

み」をあげています。この痛みを低減する施策を推進することにより、高齢者の外出機

会を増やし、さらなる介護予防の好循環につなげていくことが期待されます。 

 

外出を控えている理由 
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※平成 29 年度ニーズ調

査では「介護予防のた

めの通いの活動」は選

択肢に設けていませ

ん。 

9%

21%

13%

4%

3%

3%

33%

6%

35%

19%

27%

17%

54%

65%

11%

26%

44%

40%

40%

21%

57%

68%

44%

32%

0% 50% 100%

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習 教養サークル

⑤老人クラブ

⑥町内会 自治会

⑦収入のある仕事

⑧介護予防のための通いの場

週１回以上参加している 年１回以上週１回未満参加している

6%

20%

13%

3%

6%

5%

25%

24%

16%

23%

13%

52%

53%

8%

30%

36%

36%

16%

58%

58%

33%

0% 50% 100%

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習 教養サークル

⑤老人クラブ

⑥町内会 自治会

⑦収入のある仕事

週１回以上参加している 年１回以上週１回未満参加している

２ 地域活動の参加状況・参加意向 
 

ボランティアグループ、スポーツ関係のグループやクラブなど、８項目の地域活動に

ついて、各項目ごとに、年 1回以上参加している高齢者の割合をみると、「町内会・自治

会」が 68％、「老人クラブ」が 57％、「ボランティアグループ」と「収入のある仕事」が

ともに 44％などとなっており、様々な活動に参加している実態がみてとれます。 

また、この結果を平成 29 年度調査結果と比較すると、「老人クラブ」を除き、各活動

の参加率が上昇しています。 

 

何らかの地域活動への年１回以上の参加率（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

何らかの地域活動への年１回以上の参加率（平成 29年度） 
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※令和元年度ニーズ調

査では「介護予防のた

めの通いの場」という

選択肢が加わったた

め、平成 29 年度ニー

ズ調査と単純比較は

できません。 

総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

58%

66%

50%

61%

49%

41%

34%

49%

38%

48%

1%

1%

0%

0%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いずれかに週１回以上参加 週１回以上参加しているものはない 無回答

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

総計

65～74歳男性

51%

64%

42%

57%

36%

43%

34%

50%

40%

52%

6%

2%

8%

3%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いずれかに週１回以上参加 週１回以上参加しているものはない 無回答

 

８項目の地域活動に、週 1 回以上参加している高齢者の割合を年齢別にみると、65～

74歳の層で６割以上、75歳以上の層で５割前後となっています。 

平成 29 年度調査結果とは、「介護予防のための通いの場」という選択肢の有無に違い

があり、単純には比較できませんが、75 歳以上の地域活動への参加率は、男女とも 10

ポイントほど上昇しています。 

 

何らかの地域活動への週１回以上の参加の有無（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

何らかの地域活動への週１回以上の参加の有無（平成 29年度） 
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総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

8%

6%

7%

10%

11%

8%

6%

9%

10%

8%

52%

59%

54%

54%

39%

23%

26%

23%

20%

25%

8%

3%

8%

6%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に参加している 是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

総計

65～74歳男性

13%

9%

11%

16%

14%

59%

65%

58%

60%

50%

23%

24%

25%

20%

24%

6%

2%

6%

4%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

 

「グループ活動による地域づくり」に対して、60％の高齢者が参加者としての参加の

意向を持っていますが、「既に参加している」と答えた高齢者は８％と少ない現状となっ

ています。 

平成 29 年度調査結果とは、「既に参加している」という選択肢の有無に違いがあり、

単純には比較できませんが、「是非参加したい」と「参加してもよい」、「既に参加してい

る」の３項目をあわせた割合は、回答者全体では 72％から 68％に４ポイント低下してい

ます。 

 

グループ活動による地域づくりへの参加者としての参加意向（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループ活動による地域づくりへの参加者としての参加意向（平成 29年度） 
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総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

5%

4%

6%

8%

4%

3%

3%

3%

3%

2%

38%

46%

40%

36%

25%

46%

44%

44%

47%

48%

8%

3%

7%

6%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に参加している 是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

5%

4%

6%

5%

3%

40%

48%

44%

39%

31%

47%

46%

41%

49%

50%

8%

3%

9%

6%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

 

「グループ活動による地域づくり」に対して、41％の高齢者が企画・運営への参加意

向を持っていますが、「既に参加している」と答えた高齢者は５％と少ない現状となって

います。 

平成 29 年度調査結果とは、「既に参加している」という選択肢の有無に違いがあり、、

単純には比較できませんが、「是非参加したい」と「参加してもよい」、「既に参加してい

る」の３項目をあわせた割合は、回答者全体では 45％から 46％に１ポイント上昇してい

ます。 

 

グループ活動による地域づくりの企画・運営への参加意向（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループ活動による地域づくりの企画・運営への参加意向（平成 29年度） 
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総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

89%

88%

90%

91%

84%

8%

9%

6%

6%

11%

3%

3%

4%

2%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．はい ２．いいえ 無回答

総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

7%

4%

6%

10%

11%

66%

68%

68%

67%

60%

19%

25%

19%

19%

13%

7%

3%

7%

4%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＢＭＩ18.5未満（低体重） ＢＭＩ18.5～25未満 ＢＭＩ25以上（肥満） 身長または体重が不明

20%

8% 6%

14%

37%

10% 11% 9%

55%

13%

23%

9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

２．高血圧 ４．心臓病 ５．糖尿病 10．筋骨格の病気

（骨粗しょう症、関節症等）

ＢＭＩ18.5未満（低体重） ＢＭＩ18.5～25未満 ＢＭＩ25以上（肥満）

３ 栄養摂取・食生活の状況 
 

高齢者のうち、低体重の人が７％、肥満の人が 19％、たんぱく質（肉・魚・卵・豆類

など）を毎日摂取できていない人が８％となっています。 

また、ＢＭＩと病気の関係をみると、肥満と生活習慣病の有無、低体重と筋骨格系の

病気の有無に一定の関係がみられます。 

 

ＢＭＩ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たんぱく質を毎日摂れているか （栄養摂取の１つの指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＭＩと病気の有無の関係 
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総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

20%

22%

20%

22%

15%

25%

30%

19%

31%

13%

38%

30%

46%

31%

53%

12%

15%

9%

12%

9%

5%

3%

6%

4%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．20本以上、

入れ歯利用

２．20本以上、

入れ歯なし

３．19本以下、

入れ歯利用

４．19本以下、

入れ歯なし

無回答

総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

16%

17%

16%

14%

14%

21%

29%

14%

27%

8%

45%

38%

51%

44%

51%

10%

13%

9%

9%

8%

8%

3%

9%

6%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．20本以上、

入れ歯利用

２．20本以上、

入れ歯なし

３．19本以下、

入れ歯利用

４．19本以下、

入れ歯なし

無回答

 

歯の状況については、自分の歯が 19本以下で、かつ、入れ歯をしていない高齢者が 12％

みられました。 

また、平成 29年度調査結果と比較すると、入れ歯の利用に関わらず、「自分の歯が 20

本以上ある」という高齢者の割合は、37％から 45％に上昇しています。 

 

自分の歯の状況（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自分の歯の状況（平成 29年度） 
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65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

総計 15%

11%

20%

10%

21%

66%

70%

57%

76%

54%

5%

6%

4%

4%

2%

0.5%

0.5%

0.3%

0.2%

1.2%

8%

7%

12%

5%

10%

6%

5%

7%

4%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．早く対応・

治療すれば、

治すことが
できる

２．早く対応・

治療すれば、

進行を遅らせる
ことができる

３．早く対応・

治療したとしても、

進行を遅ら
せることも、

治すことも

できない

４．早く対応・

治療したり、

医師に診てもらう
必要はない

５．わか

らない

無回答

42%

31%

15%

4%

8%

51%

27%

8%

7%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

意識して取り

組んでいる

取り組みたい

具体的な取り組み

方がわからない

その他、興味

・関心がない

無回答

令和元年度調査結果

平成29年度調査結果

４ 介護予防に関する意識 
 

介護予防について、「意識して取り組んでいる」高齢者は 42％で、「取り組みたい」は

31％、「興味があるが、具体的な取り組み方がわからない」が 15％などとなっています。 

平成 29 年度調査結果と比較すると、「意識して取り組んでいる」の割合が低下する一

方、「興味があるが、具体的な取り組み方がわからない」の割合が上昇しており、具体的

な取り組み方をこれまで以上に周知・啓発することが必要と考えられます。 

 

介護予防に関する意識（令和元年度・平成 29年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 認知症に関する意識 
 

「認知症の対応・治療に関するイメージ」については、「早く対応・治療すれば、治す

ことができる」や「早く対応・治療すれば、進行を遅らせることができる」といった肯

定的なイメージを持つ割合が 81％と多くなっています。 

 

認知症の対応・治療に関するイメージ 
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37%

32%

53%

35%

7%

29%

26%

61%

18%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知症予防のための

教室・講座の開催

認知症の相談窓口の設置

認知症を早期に発見し医療に

つなげる仕組みづくり

介護サービスの充実、

施設の整備

権利や財産を守る制度の充実

令和元年度調査結果

平成29年度調査結果

総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

33%

30%

31%

38%

30%

58%

63%

56%

57%

54%

9%

6%

13%

5%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．はい ２．いいえ 無回答

 

「認知症対策を進めるうえで重点を置くべき取組」を平成 29年度調査結果と比較した

ところ、「介護サービスの充実、施設の整備」の回答割合が 35％と２倍近くに上昇してい

ます。 

 

「認知症対策を進めるうえで重点を置くべき取組」（令和元年度・平成 29年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※選択肢が同一のもののみ比較しています。 

 

 

「認知症に関する相談窓口を知っている」人の割合は 33％で、年齢別・男女別にみる

と 65～74歳の女性でやや高い割合となっています。 

 

「認知症に関する相談窓口を知っている」人の割合 
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総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

47%

47%

59%

40%

46%

19%

17%

13%

22%

22%

4%

3%

2%

6%

4%

23%

29%

20%

27%

12%

7%

4%

6%

6%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．自宅 ２．病院 ３．福祉施設 ４．考えたことがない 無回答

１．医療サービス

２．介護サービス

３．精神的な支援

４．家族の協力

５．わからない

６．特に必要ない

７．その他

75%

41%

4%

69%

5%

1%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

６ 看取りに関する意識 
 

「人生の最期を迎えたい場所」については、自宅で最期を迎えたいと思っている人は

47％となっており、次いで「考えたことがない」が 23％、「病院」が 19％などとなって

います。 

「自宅」は、女性より男性の方が、また、高齢層の方が、割合が高い傾向がみられま

す。 

人生の最期を迎えたい場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「自宅」の回答者に、必要な支援を複数回答でお聞きしたところ、「往診や訪問

看護などの医療サービス」が 75％、「家族の協力」が 69％、「介護サービス」が 41％など

となっており、家族の協力や、医療・介護のサービスを受けながら、最期を迎えたいと

思っている高齢者が多いことがうかがえます。 

 

自宅で最期を迎えるために必要な支援 
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総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

22%

19%

22%

21%

26%

71%

76%

70%

75%

57%

8%

4%

8%

5%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．はい ２．いいえ 無回答

総計

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

8%

4%

8%

10%

10%

44%

46%

23%

61%

32%

42%

48%

61%

26%

43%

6%

3%

8%

2%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っていて

書いたことがある

知っているが

書いたことはない

知らない 無回答

65～74歳男性

75歳以上男性

65～74歳女性

75歳以上女性

総計 6%

4%

6%

8%

7%

34%

39%

16%

52%

22%

51%

53%

66%

35%

55%

9%

4%

12%

4%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っていて

書いたことがある

知っているが

書いたことはない

知らない 無回答

「人生の最期をどう過ごしたいか（どんな医療や介護を受けたいか）を家族などと話

し合っているか」という設問については、「話し合っている」が 22％にとどまっています。 

あらかじめ医療や介護等の希望について家族等と話し合っておくことで、家族の協力

を得ながら安心して在宅療養を行える環境づくりにつながることから、こうした話し合

いを持つよう、さらに啓発していくことが求められます。 

 

人生の最期をどう過ごしたいかを家族などと話し合っているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「エンディングノートを書いたことがある」割合は８％、「知っているが書いたことは

ない」割合は 44％で、いずれも平成 29年度調査時点より割合が高くなっています。 

 

「エンディングノートを書いたことがある」割合（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「エンディングノートを書いたことがある」割合（平成 29年度） 
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総計

要介護１

要介護２

要介護３以上

31%

32%

31%

31%

66%

66%

69%

64%

2%

3%

0%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．男性 ２．女性 無回答

総計

要介護１

要介護２

要介護３以上

1%

1%

2%

5%

5%

6%

4%

20%

29%

13%

13%

43%

32%

48%

58%

18%

25%

17%

9%

11%

8%

17%

9%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30代以下 40代 50代 60代 70代 80歳以上 わからない・無回答

総計

要介護１

要介護２

要介護３以上

25%

29%

31%

13%

40%

41%

29%

49%

28%

23%

35%

27%

1%

4%

3%

4%

2%

2%

3%

3%

2%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．配偶者 ２．子 ３．子の配偶者 ４．兄弟・姉妹 ５．その他 無回答

第２節 介護者・要介護者の実態・ニーズ 
 

令和元年度在宅介護実態調査による介護者・要介護者の実態・ニーズの概要は、次のと

おりです。 

 

１ 介護者の状況 
 

「主な介護者」は、「子」が 40％、「子の配偶者」が 28％、「配偶者」が 25％となって

います。要介護３以上の層では「子」の割合が高くなっています。 

また、性別は女性が 66％と多く、年齢は 50代から 70代にかけてが多くなっています。 

 

「主な介護者」は誰か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「主な介護者」の性別 

 

 

 

 

 

 

 

「主な介護者」の年齢 
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総計

要介護１

要介護２

要介護３以上

49%

50%

51%

43%

22%

25%

25%

15%

18%

13%

15%

30%

11%

11%

9%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．入所・入居は

検討していない

２．入所・入居を

検討している

３．すでに入所・入居の

申し込みをしている

無回答

１．主な介護者が仕事を
　辞めた

２．主な介護者以外の家族
・親族が仕事を辞めた

３．主な介護者が転職した

４．主な介護者以外の家族
　・親族が転職した

５．介護のために仕事を
　辞めた家族・親族はいない

６．わからない

無回答

10%

4%

3%

1%

54%

6%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２ 介護離職の状況 
 

過去１年の間に、介護者が仕事を辞めたり転職したかについては、「主な介護者が仕事

を辞めた（転職を除く）」が 10％、「主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職

を除く）」が４％、「主な介護者が転職した」が３％、「主な介護者以外の家族・親族が転

職した」が１％などとなっています。 

一定の離職者が現実にみられることから、介護離職ゼロにむけた取組を進めることが

求められます。 

過去１年の間に、介護者が仕事を辞めたり転職したか 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施設等への入所・入居の検討状況 
 

施設等への入所・入居の意向は、「すでに入所・入居の申し込みをしている」が 18％と

なっており、要介護３以上の層では、30％となっています。 

希望する施設等に入所・入居できるよう、必要な介護サービス基盤の整備を検討して

いくことが求められます。 

また、要介護３以上であっても、「入所・入居を検討していない」が 43％にのぼること

から、家族が介護をしながら、安心して地域で暮らしていけるよう、在宅における介護

サービスの充実を一層図っていくことが求められます。 

 

施設等への入所・入居の意向 
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総計

要介護１

要介護２

要介護３以上

25%

15%

28%

43%

64%

74%

62%

46%

10%

10%

9%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．利用している ２．利用していない 無回答

総計

要介護１

要介護２

要介護３以上

36%

46%

23%

30%

5%

8%

0%

4%

15%

10%

15%

24%

41%

36%

62%

28%

4%

0%

0%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ 無回答

４ 在宅療養の状況 
 

「利用している介護サービスの組み合わせ」をみると、回答者全体では、「通所系・短

期系のみ」が 41％、「訪問系を含む組み合わせ」が 15％などとなっており、要介護度が

高い層ほど、「訪問系を含む組み合わせ」の割合が増え、要介護３以上の層では、24％に

のぼります。 

また、訪問診療の利用状況については、「利用している」は 25％で、要介護３以上の層

では 43％と高くなっています。要介護者本人の重度化にあわせて、訪問系、通所系、小

規模多機能型居宅介護、医療サービス等を組み合わせながら在宅療養を行っている実態

がみてとれます。 

 

利用している介護サービスの組み合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 
※訪問系、通所系、短期入所系といったサービスの性質に着目して分類しており、福祉用具貸与・購入、住

宅改修のみを利用している人は「未利用」に区分しています。 

※小規模多機能型居宅介護は、訪問系に区分して集計しています。 

 

訪問診療の利用の有無 
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15.3%
17.4%

20.4%
21.5% 21.8%

9.0%

3.5%

8.0%

4.7%

11.8%

0%

10%

20%

30%

平成26年

（2014）

平成27年

（2015）

平成28年

（2016）

平成29年

（2017）

平成30年

（2018）

竜王町

全国

 

参考として、人口動態調査により、自宅で亡くなる人の割合をみると、本町は全国平

均と比べ、過去５年間、一貫して全国平均より高く推移しており、その推移も近年上昇

傾向であることがわかります。現在でも、病院で亡くなる人が大半ですが、希望する人

ができるだけ多く、自宅で最期を迎えることができるよう、在宅療養支援体制を引き続

き充実していくことが求められます。 

 

〔参考〕自宅で亡くなる人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態調査」をもとに作成 

 

 

 

 

 

 



  
 

   
 

 
44   

 
 

１．配食

２．調理

３．掃除・洗濯

４．買い物（宅配は含まない）

５．ゴミ出し

６．外出同行
　（通院、買い物など）
７．移送サービス
　（介護・福祉タクシー等）

８．見守り、声かけ

９．サロンなどの定期的な
　　通いの場

10．歯と口のケア

11．その他

12．特にない

17%

9%

13%

11%

9%

29%

27%

17%

10%

11%

2%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５ 介護サービス以外の支援の利用意向 
 

介護サービス以外の支援の利用意向をたずねたところ、「外出同行（通院、買い物など）」、

「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」に３割近い意向があるほか、「配食」と「見

守り、声かけ」が 17％など、様々な生活支援に一定のニーズがみられました。 

 

介護サービス以外の支援の利用意向 
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20
41

14

7537

62

19

118

57

103

33

193

0

50

100

150

200

250

施設・居住系 通所系・

短期入所系

訪問系 合計

人

正規職員

非正規職員

3

6

12

16

15

3

2

2

5

5

3

1

0 5 10 15 20

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

人

採用者数

離職者数

第３節 介護サービス事業所の実態・ニーズ 
 

令和元年度竜王町介護人材確保に関する調査（以下「令和元年度介護人材調査」という。）、

令和２年度竜王町介護人材確保に関する再調査（事業所・施設調査、介護職員調査）（以下

「令和２年度介護人材再調査」という。）による町内の介護サービス事業所の実態・ニーズ

の概要は、次のとおりです。 

 

１ 職員の不足感 
 

令和元年度介護人材調査によると、町内 21介護サービス事業所の職員総数 193人に対

し、過去１年間の介護職員の採用者数の全事業所合計は 55人、離職者数の全事業所合計

は 18人となっています。 

職員の４分の１以上が過去１年以内の入職であり、離職者数が採用者数の３割を占め

ている状況から、人材確保が厳しい実態がみてとれます。 

 

町内 21介護サービス事業所の介護職員の合計人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和元年度介護人材調査 

 

年齢別の採用者数と離職者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和元年度介護人材調査 
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合計

訪問系

通所・短期入所系

施設・居住系

5%

0%

8%

0%

23%

33%

20%

68%

100%

50%

80%

0%

0%

0%

0%

5%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.人員配置基準以上

の職員を雇用し、

余裕をもった

運営をしている

2.人員配置基準の

職員を雇用しており、

不足は感じていない

3.人員配置基準は

満たしているが、

十分ではない

4.人員配置基準を

満たしていないため、

開所日数や利用定員

数を制限している

5.その他 無回答

60代

70代

50代

合計

20代

30代

40代

40%

33%

22%

44%

54%

32%

71%

18%

17%

22%

13%

7%

29%

14%

19%

17%

39%

22%

18%

13%

0%

1%

0%

0%

3%

0%

0%

0%

22%

33%

17%

19%

21%

26%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.現在の事業所で

できるだけ長く

働き続ける

2.現在の事業所で

２～３年程度は

働き続ける予定

3.条件等があう

事業所があれば

転職する

4.できるだけ早く

違う事業所に

転職したい

その他・

未定等

 

また、令和２年度介護人材再調査によると、約７割の事業所が「人員基準は満たして

いるものの、十分と言える人員数ではない」と回答しています。 

 

介護職員の過不足状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：令和２年度介護人材再調査 

 

 

２ 就業継続意向 
 

令和２年度介護人材再調査によると、「現在の事業所で今後もできるだけ長く働き続け

る」と回答した介護職員は 40％と半数以下の状況であり、30代では 22％と低い状況です。

同じ事業所で長く働き続ける「定着」を促進していくことが求められます。 

 

就業継続意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：令和２年度介護人材再調査 
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1.HPやSNSで事業所・施設の個性をアピールする
2.事業所・施設の特徴を紹介するパンフレットやチラシを作成する
3.インターンシップを導入する
4.一般大学・高校にも訪問して求人活動を行う
5.地域住民との交流を行う
6.福祉系養成校の実習を積極的に受け入れる
7.大学や養成校、高校において事業所の職員が講義や説明会を行う
8.地域の事業所・施設間で職員確保に関する情報交換を行う
9.賃金体系の見直しを行う
10.勤務時間帯や時間数等の求職者の希望を反映できる制度を導入する
11.賃金、労働時間などの求人条件を明確にする
12.職員による紹介謝礼金制度を導入する
13.未経験者・無資格者の採用も積極的に行う
14.夜勤専従職員を採用する
15.職場体験や見学を実施する
16.元職員に働きかけを行う
17.採用面接時に入職後のキャリアパスの説明をする

PR方法

学校・地域
交流

求人条件

その他

64%

73%

50%

18%

32%

68%

68%

18%

95%

100%

100%

32%

86%

59%

95%

45%

50%

36%

27%

50%

82%

68%

32%

32%

82%

5%

0%

0%

68%

14%

41%

5%

55%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果があると思う 効果がないと思う

1.HPやSNSで事業所・施設の個性をアピールする
2.事業所・施設の特徴を紹介するパンフレットやチラシを作成する
3.インターンシップを導入する
4.一般大学・高校にも訪問して求人活動を行う
5.地域住民との交流を行う
6.福祉系養成校の実習を積極的に受け入れる
7.大学や養成校、高校において事業所の職員が講義や説明会を行う
8.地域の事業所・施設間で職員確保に関する情報交換を行う
9.賃金体系の見直しを行う
10.勤務時間帯や時間数等の求職者の希望を反映できる制度を導入する
11.賃金、労働時間などの求人条件を明確にする
12.職員による紹介謝礼金制度を導入する
13.未経験者・無資格者の採用も積極的に行う
14.夜勤専従職員を採用する
15.職場体験や見学を実施する
16.元職員に働きかけを行う
17.採用面接時に入職後のキャリアパスの説明をする

PR方法

学校・地域
交流

求人条件

その他

64%

60%

73%

59%

59%

79%

57%

68%

92%

85%

85%

48%

69%

55%

73%

38%

64%

36%

40%

27%

41%

41%

21%

43%

32%

8%

15%

15%

52%

31%

45%

27%

62%

36%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果があると思う 効果がないと思う

３ 職員の確保に効果があると思われる取組 
 

令和２年度介護人材再調査において、「職員の確保に効果があると思われる取組」をた

ずねたところ、「賃金水準の見直し」、「勤務時間の柔軟な対応」、「職場体験や見学の実施」

などは、事業者と介護職員の双方で効果が高いと認識しています。 

一方、「学校にも訪問して求人活動を行う」、「地域住民との交流を行う」、「地域の事業

所・施設間で職員確保に関する情報交換を行う」などには、認識のギャップが生じてい

ます。 

 

職員の確保に効果があると思われる取組 

事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護職員 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和２年度介護人材再調査 
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1.定期的に法人内での配置転換を行う

2.長期勤務に対して手当支給・報償・メッセージカード手交を行う

3.人事評価制度を明確化し、評価結果のフィードバックを行う

4.昇進・昇格に必要な能力を明確にする

5.従業者に対してキャリアパスを周知する

6.新人の指導担当者やアドバイザーを置く

7.経験年数・職種別の体系的な研修・育成制度を整備する

8.「介護キャリア段位制度」を活用し、職員の実践的スキルの評価を行う

9.資格取得支援を奨励する

10.賃金水準を相場や業務負荷などからみて納得感のあるものとする

11.勤務時間帯等の調整など、希望を反映できる制度を導入する

12.非正規職員から正規職員への転換機会を設ける

13.年次有給休暇取得を計画的・組織的に行う

14.ICTや介護ロボットを導入する

15.心身の不調でも安心して休職・復帰できる制度を導入する

16.子育ての場合でも安心して働ける環境を整備する

17.悩み・不安などの相談窓口を設ける

18.職場内のコミュニケーションを図る機会を設ける

19.近隣の事業所・施設の職員と交流や情報交換を行う機会を設ける

20.経営者・管理者と従業員が理念や運営方針を共有する機会を設ける

配置・評価・
処遇

能力開発

労働条件・
労働環境

人間関係

55%

36%

64%

82%

55%

45%

77%

23%

86%

100%

100%

86%

91%

27%

50%

36%

41%

91%

36%

50%

45%

64%

36%

18%

45%

55%

23%

77%

14%

0%

0%

14%

9%

73%

50%

64%

59%

9%

64%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果があると思う 効果がないと思う

1.定期的に法人内での配置転換を行う

2.長期勤務に対して手当支給・報償・メッセージカード手交を行う

3.人事評価制度を明確化し、評価結果のフィードバックを行う

4.昇進・昇格に必要な能力を明確にする

5.従業者に対してキャリアパスを周知する

6.新人の指導担当者やアドバイザーを置く

7.経験年数・職種別の体系的な研修・育成制度を整備する

8.「介護キャリア段位制度」を活用し、職員の実践的スキルの評価を行う

9.資格取得支援を奨励する

10.賃金水準を相場や業務負荷などからみて納得感のあるものとする

11.勤務時間帯等の調整など、希望を反映できる制度を導入する

12.非正規職員から正規職員への転換機会を設ける

13.年次有給休暇取得を計画的・組織的に行う

14.ICTや介護ロボットを導入する

15.心身の不調でも安心して休職・復帰できる制度を導入する

16.子育ての場合でも安心して働ける環境を整備する

17.悩み・不安などの相談窓口を設ける

18.職場内のコミュニケーションを図る機会を設ける

19.近隣の事業所・施設の職員と交流や情報交換を行う機会を設ける

20.経営者・管理者と従業員が理念や運営方針を共有する機会を設ける

能力開発

労働条件・
労働環境

人間関係

配置・評価・
処遇

43%

86%

67%

74%

66%

71%

70%

64%

80%

86%

86%

81%

83%

43%

87%

88%

76%

68%

64%

63%

57%

14%

33%

26%

34%

29%

30%

36%

20%

14%

14%

19%

17%

57%

13%

12%

24%

32%

36%

37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果があると思う 効果がないと思う

４ 職員の定着・離職防止に効果があると思われる取組 
 

令和２年度介護人材再調査において、「職員の定着・離職防止に効果があると思われる

取組」をたずねたところ、「賃金水準の見直し」や「勤務時間の柔軟な対応」などは、事

業者と介護職員の双方で効果が高いと認識しています。 

一方、「職員の実践的スキルの評価を行う」、「子育ての場合でも安心して働ける環境を

整備する」、「近隣の事業所・施設の職員と交流や情報交換を行う機会を設ける」などに

は、認識のギャップが生じています。 
 

職員の定着・離職防止に効果があると思われる取組 

事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

介護職員 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：令和２年度介護人材再調査 
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◇人口減少・少子高齢化の進展 

◇前期高齢者人口の減少と後期高齢者人口

の継続的な増加 

◇高齢者のみの世帯の増加 

◇高齢者の高い就業率 

◇全国平均より低い要介護認定率 

◇要介護者における中重度層の占める割合

の低さ 

◇約 19％のフレイル（虚弱）層 

◇介護人材不足の常態化 

 

 

 

本町の強みを活かしつつ、後期高齢者人口

の増加など課題に対応すべき 

 

 

 

◇新型コロナウイルス感染症の影響 

◇介護人材の不足 

◇８０５０問題など重層的な福祉課

題の顕在化 

◇災害の多発による災害時要援護者

対策の充実 

◇車社会の一層の進展による公共交

通の課題の増加、運転免許を返納す

る高齢者の増加 

◇情報化社会の一層の進展 

◇高齢者の就業環境の変化 

 

◇地域活動への参加率が高く、参加意欲も

高い 

◇足腰の痛みが外出を阻害する最も大きな

要因となっている 

◇認知症に関する相談先の周知がさらに必

要である 

◇介護者は介護保険以外の多様なサービス

へのニーズを持っている 

◇職員の確保や定着・離職防止に効果があ

ると思われる取組について、事業者と介

護職員に意識のギャップがみられる 

 

◇医療介護総合確保推進法の施行 

（第６期） 

◇地域包括ケア強化法の施行 

（第７期） 

◇地域共生社会づくりの要請 

 

 

 

地域包括ケアの「深化・発展」の必要

性 

 

 

 

 

１ 地域ぐるみの介護予防・認知症支援の一層の強化 

２ 多職種・多分野協働による地域包括ケアの一層の深化・発展 

３ 安心して地域で暮らし続けられる生活環境・介護サービス基盤づくり 

第４節 本町の主要課題 
 

第１章から第３章で整理した町の現状やアンケート調査による高齢者等の意識・ニーズ、

施策の推進状況から、第８期計画の主要課題は、次のとおりです。 

 

第８期計画の主要課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

国の政策動向 本町の基礎的条件 

近年の社会事象 本町の高齢者等の意識・ニーズ 

第８期計画の主要課題 




